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はじめに 
 現在、設計で用いられている液状化判定方法には、以下のものがあります。 

 

  1)簡易な判定方法（土質調査、試験結果をもとにした簡易判定） 

   1-1)限界Ｎ値法・・・港湾の施設の技術上の基準 

   1-2)ＦＬ値法 ・・・道路橋示方書耐震設計編、建築基礎構造設計指針 

 

  2)詳細な判定方法（地震応答解析による詳細判定） 

   2-1)１次元動的有効応力解析により求まる過剰間隙水圧比などによる判定 

   2-2)１次元全応力解析により繰り返しせん断応力比を求め、 

     室内液状化試験により液状化強度比（動的せん断強度比）を求め、 

     両者の比をとって液状化に対する安全率ＦＬを算出する。 

 

 上記 1-2)については、Ｎ値、粒径、細粒分含有率、塑性指数、土の単位重量、地下水位などから推定

式により動的せん断強度比Ｒ、地震時せん断強度比Ｌを求めて、両者の比であるＦＬ（＝Ｒ／Ｌ）を安

全率として判定の指標とするもので、各種基準に記述があることや、その簡便性から実務において数多

く利用されています。 

 ただし、地形や地盤条件が複雑で、簡易な判定方法では液状化判定が難しい場合には、構造物の重要

度に応じて、上記 2)に示す詳細な判定方法を適用する必要があります。 

 

 また、上記 2-2）の簡易計算として SHAKE（カリフォルニア大学で開発された、等価線形化法を適用し

た水平成層地盤の地震応答解析プログラム）を利用した液状化判定が行なわれることが多いですが、

「UC-1／地盤の動的有効応力解析（UWLC）」（※以降「UWLC」と省略）では、１次元解析において有効応

力法および非線形全応力法による地震応答解析をサポートしているため、上記 2-1)、2-2)の両者の方法

による詳細な液状化判定を行なうことができます。 

 

 本資料では、上記 2-1)、2-2)の方法による詳細な判定方法について、 

  ・液状化判定の概要、フロー 

  ・実際にプログラムを利用した検討事例 

を示します。 

 

 設計業務において本資料が役立てば幸いです。 

 

２００４年７月 

株式会社フォーラムエイト 
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１．１次元動的有効応力解析を用いた液状化予測法 
１－１．検討の流れ 
 １次元動的有効応力解析を用いた液状化予測法のフローを、図-1.1 に示します。 

 
 

図-1.1 1 次元動的有効応力解析を用いた液状化予測法のフロー 

 

(1) 入力地震動の設定 

 検討の対象とする入力地震動の加速度波形を用意します。 

 

(2) 地盤のモデル化 

 検討地点の地盤条件をモデル化します。 

 

(3) 室内実験 

 原地盤より乱さない試料を採取し、液状化層の三軸圧縮試験、繰返し三軸試験、一面せん断試験等を必

要に応じて実施します。 

START 

・ 入力地震動の設定 

・ 地盤のモデル化 

室内実験 

軸ひずみ-軸差応力 

軸ひずみ-間隙水圧 

応力比-過剰間隙水圧比 

など

要素試験シミュレーション

液状化パラメータ 

1 次元動的有効応力解析 

過剰間隙水圧比 Lu 

END 
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(4) 要素試験シミュレーション 

 室内試験結果のシミュレーションを行い、動的有効応力解析に用いる液状化パラメータを同定します。 

 

(5) 1 次元動的有効応力解析 

 要素試験シミュレーションにより得られた液状化パラメータを用いて、1 次元動的有効応力解析を行い

ます。解析は、初期応力解析→動的有効応力解析の順で行います。UWLC では、初期応力解析と動的解析の

両方の解析機能を用意しています。初期応力解析を行うことによって、地盤の拘束圧依存性を自動的に考

慮することができます。 

 

(6) 過剰間隙水圧比 uL  

 1 次元動的有効応力解析を用いた液状化予測では、過剰間隙水圧比 uL を直接算出することができます。

例えば、「鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計編」（丸善株式会社）では、「過剰間隙水圧比が 0.95

以上であれば完全液状化状態と見なして良い」とされています。 
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１－２．UWLCを用いた検討例 
(1) 入力地震動の設定 

 兵庫県南部地震において、液状化時の鉛直アレー強震記録が得られている神戸ポートアイランドの加速

度波形を用います。本検討では、GL-83m の工学的基盤における 2E 波を用います。この加速度波形を図-1.2

に示します。 

 

図-1.2 神戸ポートアイランド基盤波形（2E） 

 

(2) 地盤のモデル化 

 表-1.1 に示す神戸ポートアイランドの鉛直アレー観測地点の地盤プロフィールを使います。 

表-1.1 神戸ポートアイランド地盤条件と適用構成モデル 

深度 

（GL m） 
土層 

せん断弾性波速度 

Vs(m/sec) 

粘着力 

C(kN/m2) 

内部摩擦角 

φ(°) 
適用構成モデル

0.0～-2.4 砂礫(埋土) 140 0 25 PZ-Sand モデル

-2.4～-5.0 砂礫(埋土) 180 0 25 PZ-Sand モデル

-5.0～-12.6 砂礫(埋土) 195 0 25 PZ-Sand モデル

-12.6～-19.0 礫混り砂(埋土) 220 0 25 PZ-Sand モデル

-19.0～-27.0 沖積粘土 180 60 0 HD モデル 

-27.0～-33.0 沖積砂 245 0 40 PZ-Sand モデル

-33.0～-50.0 洪積砂礫 305 0 45 PZ-Sand モデル

-50.0～-61.0 洪積砂礫 350 0 45 PZ-Sand モデル

-61.0～-79.0 洪積粘土 303 0 35 HD モデル 

-79.0～-83.0 洪積砂礫 320 0 50 HD モデル 
 

(3) 室内実験 

本検討では、室内実験を行いませんでした。 
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(4) 要素試験シミュレーション 

本検討では、要素試験シミュレーションを行わずに強震記録の逆解析により液状化パラメータを同定し

ました。通常は、原地盤から採取した乱さない試料の三軸圧縮試験および繰返し三軸試験を行い、その試

験結果のシミュレーションを行って液状化パラメータを同定します。UWLC では、付属ツールとして要素試

験シミュレーションプログラムを用意しています。 
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(5) 1 次元動的有効応力解析 

UWLC では、1 次元解析モデルの簡易作成機能を用意しています。 

① 解析条件の設定 

 プログラムを起動すると、解析条件を選択するダイアログボックスが開きます。ここで、1 次元地震応

答解析による液状化予測を行う場合には、「1次元解析」を選択します。 

 

 

 また、有効応力解析を行う場合には、画面上のツールバーにある[解析モード]コンボボックスで、「有効

応力解析（液状化解析）」を選択します。 

 

② [モデル設定]タブ 

 [モデル設定]タブでは、以下の解析条件を入力します。 

ⅰ)地表面位置 

 地表面位置を入力します。 

ⅱ)地層情報 

 地層の層厚または標高（レイヤ）と、各地層の分割数（サブレイヤ）を入力します。 

ⅲ)水位情報 

水位を考慮するか否かを選択し、水位を考慮する場合には水位線の位置を入力します。有効応力解析の

場合、水位線の入力により自由水面が定義されます。水位線を定義せずに有効応力解析を行った場合は、

全ての地層が完全非排水状態となります。 

ⅳ)平面ひずみ要素のプロパティ設定 

 各地層の基本定数と構成モデル、ならびに指定した構成モデルに応じた材料パラメータを入力します。 

ⅴ)中間節点の指定 

 UWLC では有限要素法により 1 次元地震応答解析を行います。実際には 2 次元の FEM 解析モデルを解くこ

とになります。したがって、2 次元解析の場合と同様に、中間節点の有無（1 次要素または 2次要素）を指

定することができます。 
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ⅵ)初期応力解析の条件設定 

 ひずみ領域や重力加速度など、初期応力解析の条件を設定します。 

ⅶ)動的解析の条件設定 

 ひずみ領域、積分法、計算の高速化手法などの設定を行います。 
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③ [メッシュ確認]タブ 

 [モデル設定]タブで設定された地層情報をもとに解析用メッシュを自動的に生成します。また、このタ

ブでは入力地震動波形の設定も行います。 
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④ [解析実行]タブ 

ⅰ)[条件]タブ 

 下記の解析条件を設定します。 

・ 実施する解析の内容 

・ 動的解析時の初期条件 

・ 収束判定誤差 

・ 最大繰返し回数 

ⅱ)[出力]タブ 

 出力する解析結果の内容を指定します。また、解析用の入出力データが保存されるフォルダとファイル

名を指定して、解析を実行します。 
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⑤ 過剰間隙水圧比 uL  

 解析が正常に終了すると、UWLC のポストプロセッサが起動されます。ポストプロセッサでは、各種の描

画機能および数値出力機能を用意しています。 

 有効応力法の 1 次元地震応答解析により液状化予測を行う場合は、過剰間隙水圧比に着目します。例え

ば、「鉄道構造物等設計標準・同解説 耐震設計編」では、次のように記載されています。 

 

2)地盤の地震応答解析による場合 

地盤の地震応答解析により液状化判定を行う場合には、「5.7.3.3 液状化の可能性のある地盤の動的

解析法」において時刻歴有効応力解析を実施した結果より、液状化発生の有無を判定しても良い。この

場合、過剰間隙水圧比が 0.95 以上であれば完全液状化状態と見なしてよい。 

「鉄道構造物等設計標準・同解説」（運輸省鉄道局監修，鉄道総合技術研究所編，丸善株式会社）p.57～58

より 
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 次に示す過剰間隙水圧比のコンタ図より、過剰間隙水圧比の最大値分布を確認することができます。過

剰間隙水圧比 0.95 以上を完全液状化とみなします。 

 

 

ポストプロセッサ 

 

過剰間隙水圧比のコンタ図（最大値分布） 
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２．非線形全応力法による 1次元地震応答解析を用いた液状化判定 
２－１．検討の流れ 
 非線形全応力法による 1 次元地震応答解析を用いた液状化判定のフローを、図-2.1 に示します。 

 

 
図-2.1 非線形全応力法による液状化判定のフロー 

 

 非線形全応力解析では、過剰間隙水圧を直接算出することができません。したがって、非線形全応力法

の 1 次元地震応答解析により繰返しせん断応力比（地震時せん断応力比） Lを算出し、液状化強度比 R を

室内実験もしくは推定式により算出し、液状化抵抗率を求めます。 

 

(1) 入力地震動の設定 

  検討の対象とする入力地震動の加速度波形を用意します。 

 

(2) 地盤のモデル化 

 検討地点の地盤条件をモデル化します。 

 

START 

・ 入力地震動の設定 

・ 地盤のモデル化 

室内液状化試験 

・ 繰返し（動的）三軸試験 地震応答解析 

・等価線形化法または非線形全応力法

応力比-液状化回数 

応力比-過剰間隙水圧比 

原地盤内の液状化強度比 R 分布 

原地盤内に作用する繰返しせん断応力比

液状化抵抗率 

FL=R/L 

END 
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(3) 原地盤内の液状化強度比 R 分布の算出 

 乱さない試料の室内の繰返し三軸試験より、原地盤内の液状化強度比 R 分布を求めます。室内試験によ

り液状化強度比 R を求めることが困難な場合の推定式が、各設計基準で提案されています。例えば、「鉄道

構造物等設計標準・同解説 耐震設計編」では、以下のようになっています。詳しくは、それぞれの設計

基準を参照してください。 

b) L2 地震時における検討 

ⅰ)液状化強度比の算定 

 L2 地震動の検討に用いる液状化強度比については、解説図 5.5.2 に示すように乱さない試料を用い

た室内土質試験結果から軸ひずみ両振幅 10～15%における動的せん断強度比～繰返し回数の関係およ

び「5.7.3.2 地盤の動的解析法」による地盤の応答解析結果から得られる各深さごとの加速度波形を

用い、累積損傷度理論を適用して補正を行い、式（解 5.5.10）により算定する。なお、累積損傷度理

論による液状化強度比補正方法の詳細については付属資料 5-2 に示す。 

DR
K

R
3
21 0+

=     (解 5.5.10) 

 ここに、 DR ：累積損傷度理論を適用して補正した動的せん断強度比 

0K ：静止土圧係数 

 ここで、室内土質試験による動的せん断強度比～繰返し回数の関係の推定が困難な場合は、式(解

5.5.3)より算定される値を繰返し回数 20 回で軸ひずみ両振幅 5%に至る動的せん断応力比として用い、

式(解 5.5.11)より軸ひずみ両振幅 10～15%における動的せん断強度比～繰返し回数の関係を推定して

よい。 

( )

23.0

20

−







= C

Li
N

RR   20>CN   (解 5.5.11) 

( )

)037.064.3exp(35.1

20

rD
C

Li
N

RR
+−−







=  20≤CN  

 ここに、 ( )iR ：繰返し回数 i における動的せん断強度比 

 LR ：繰返し回数 20 回における動的せん断強度比 

 rD ：相対密度で 50%以下の場合は 50%として考慮する。 

 CN ：任意の繰返し回数 

 

「鉄道構造物等設計標準・同解説」（運輸省鉄道局監修，鉄道総合技術研究所編，丸善株式会社）p.56～58

より 
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(4) 原地盤内に作用する繰返しせん断応力比 L分布の算出 

 非線形全応力法の 1 次元地震応答解析結果から繰返しせん断応力比（地震時せん断応力比）を算出する

際には、式(2.1)を用います。 

′= vL στ max  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2.1) 

ここに、 

L  ：繰返しせん断応力比（地震時せん断応力比） 

maxτ  ：最大せん断応力 

′
vσ  ：初期有効上載圧 

例えば、「鉄道構造物等設計標準・同解説」（丸善株式会社）では、以下のように記述されています。 

累積損傷度理論により補正を行う際の地震時せん断応力比のピーク波列は、「5.7.2.3 地盤の動的解析

法」による地盤の応答解析結果から得られる各深さごとのせん断応力のピーク値を式（解 5.5.12）によ

りせん断応力比に換算して求める。 

( )
( )
′=

v

zi
ziL

σ

τ ,
,     (解 5.5.12) 

 ここに、 ( )ziL , ：深さ z における繰返し回数 i 回目におけるせん断応力比 

       ( )zi,τ ：深さ z における繰返し回数 i 回目におけるせん断応力(kN/m2) 

′
vσ ：有効上載圧(kN/m2) 

「鉄道構造物等設計標準・同解説」（運輸省鉄道局監修，鉄道総合技術研究所編，丸善株式会社）p.57～58

より 

 

(5) 液状化抵抗率 LF  

 (3)，(4)より、液状化抵抗率 LF の分布を算出します。 
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２－２．UWLCを用いた検討例 
(1) 入力地震動の設定 

 兵庫県南部地震において、液状化時の鉛直アレー強震記録が得られている神戸ポートアイランドの加速

度波形を用います。本検討では、前述の有効応力解析と同様に、GL-83m の工学的基盤における 2E 波を用

います。 

 

(2) 地盤のモデル化 

 表-2.1 に示す神戸ポートアイランドの鉛直アレー観測地点の地盤プロフィールを使います。地震応答解

析では全ての地層をモデル化しますが、液状化判定は深さ GL-20.0m までの地層を対象に行います。 

 

表-2.1 神戸ポートアイランド地盤条件と適用構成モデル 

深度 

（GL m） 
土層 

せん断弾性波速度 

Vs(m/sec) 

粘着力 

C(kN/m2) 

内部摩擦角 

φ(°) 
適用構成モデル

0.0～-2.4 砂礫(埋土) 140 0 25 HD モデル 

-2.4～-5.0 砂礫(埋土) 180 0 25 HD モデル 

-5.0～-12.6 砂礫(埋土) 195 0 25 HD モデル 

-12.6～-19.0 礫混り砂(埋土) 220 0 25 HD モデル 

-19.0～-27.0 沖積粘土 180 60 0 HD モデル 

-27.0～-33.0 沖積砂 245 0 40 HD モデル 

-33.0～-50.0 洪積砂礫 305 0 45 HD モデル 

-50.0～-61.0 洪積砂礫 350 0 45 HD モデル 

-61.0～-79.0 洪積粘土 303 0 35 HD モデル 

-79.0～-83.0 洪積砂礫 320 0 50 HD モデル 
 

 

(3) 原地盤内の液状化強度比 R 分布の算出 

 本検討では、原地盤から採取した乱さない試料の繰返し三軸試験は行いませんでした。したがって、設

計基準の中で提案されている推定式によって原地盤内の液状化強度比 R 分布を算出します。例として、本

検討では道路橋示方書Ⅴ耐震設計編の液状化判定に示される方法を用います。 

UWLC では設計基準に従ってR 分布を算出する機能を用意しておりませんので、表計算や他のプログラム

などを用いて別途計算する必要があります。 

  

(4) 原地盤内に作用する繰返しせん断応力比 L  

UWLC を用いて非線形全応力法による 1 次元地震応答解析を行い、原地盤内に作用する繰返しせん断応力

比 Lを算出します。 

非線形全応力法による 1 次元地震応答解析を行う際のデータ作成要領については、前述の 1 次元動的有効

応力解析を参考にしてください。ここでは、解析結果から繰返しせん断応力比 L を算出する流れを示しま

す。 
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① 最大せん断応力 maxτ  

 ポストプロセッサの数値出力機能を使って、最大応力の分布を出力します。 

 

 出力された数値をテキストファイルで保存します。 

 

② 初期有効上載圧
′

vσ  

 地盤条件から表計算により求めます。初期有効上載圧を算出する位置は、細分割された要素（サブレイ

ヤ）の中央とします。 

③地震時せん断応力比 L  

 ①，②より表計算により地震時せん断応力比 L を算出します。地震時せん断応力比を算出する位置は、

細分割された要素（サブレイヤ）の中央とします。深度方向に存在する 2 つのガウスポイント出力値の平

均を採って要素（サブレイヤ）中央の値とします。 
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(5) 液状化抵抗率 LF  

 繰返しせん断応力比 Lの計算を行った表計算に原地盤内の液状化強度比 R 分布を導入し、表計算により

LRFL = を計算します。 

 また、下式より、液状化抵抗率 LF より過剰間隙水圧比 uL を求めることができます。 

 

1>LF のとき、 
7−= Lu FL  

1≤LF のとき、 1=uL  
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 FL 値の分布から、液状化検討層の上端部では完全液状化に至りませんが、その他全ての地層において FL

値が 1 以下となり完全液状化が起こることが分かります。 

 


